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平成２６年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」について

(概要)

Ⅰ 暴力行為の発生件数 （公立の小・中・高等学校)

【概要】 ３８４件（前年度３８６件） ※前年比 ２件減（ほぼ横ばい）

校種別 公立小学校 公立中学校 公立高等学校 公立合計 県（国公私立） 全国（国公私立）

発生件数 発生件数 発生件数 発生件数 合 計 1000 人あた
年度 (1000人あたり) (1000人あたり) (1000人あたり) (1000人あたり) (1000人あたり) りの発生件数

H22 ９６(2.5) １６０(8.2) ４１(2.5) ２９７(4.0) ３１３（4.0） ４.３
H23 １０２(2.7) ３８１(19.8) ３０(1.9) ５１３(7.1) ５３２（6.8） ４.０
H24 ７３(2.0) ２０６(10.9) ４４(2.8) ３２３(4.5) ３４０（4.5） ４.１
H25 ８７(2.4) ２７６(14.8) ２３(1.4) ３８６(5.4) ４１０（5.3） ４.３

※２３(1.5) ※３８６(5.5) ※４１０（5.5）

H26 ７６(2.1) ２７６(14.8) ３２(1.9) ３８４(5.4) ３９５（5.2） ４.０
※３２(2.1) ※３８４(5.6) ※３９５（5.3）

(平成25及び26年度の数値は通信制高校を含む。※は通信制高校を含まない数値）

◎暴力行為に対する今後の対応
（1）未然防止対策の推進

・言語活動の充実と対人関係形成能力の育成
・児童生徒の学級満足度等を把握するアンケート調査等を活用した親和的な学級づくりを
進め、児童生徒の所属感や自己肯定感を高める取組
・発達障がいへの正しい理解と適切な対応の推進
・子どもの変化を逃さない感性の強化と適切な支援体制の強化

（2）教育相談体制の充実、生徒指導体制の見直し、チーム等の組織対応の確立
（3）幼稚園等と小学校、小学校と中学校、中学校と高等学校の連携の強化
(4) 学校－学校間、学校と関係諸機関との一層の連携強化

Ⅱ いじめの認知件数（公立の小・中・高等学校・特別支援学校）

【概要】 ６８５件（前年度３２８件) ※前年比 ３５７件増（１０８．８％増）

＜公立学校＞

校種別 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 合 計 国公私立合計

認知件数 認知件数 認知件数 認知件数 (1000人あたり) （1000人あたり）
年度 (1000人あたり) (1000人あたり) (1000人あたり) (1000人あたり) 県（国公私立） 全国（国公私立）

H22 ８０(2.1) ８８(4.5) ４７(2.9) ２０(22.8) ２３５(3.1) 251（3.1） （ ５.６）
H23 ８５(2.3) ７９(4.1) ３３(2.1) ５( 5.7) ２０２(2.7) 212（2.7） （ ５.０）
H24 ２１５(5.9) １４３(7.6) ８８(5.7) １２(13.1) ４５８(6.4) 473（6.1） （１４.３）
H25 １３５(3.7) １４０(7.5) ４８(2.8) ５( 5.4) ３２８(4.5) 344（4.4）（１３.４）

※４８(3.2) ※３２８(4.6) ※ 344（4.5）

H26 ３８９(10.9) ２０４(11.0) ６９(4.2) ２３(24.4) ６８５(9.6) 703(9.1) （１３.７）
※６９(4.6) ※６８５(9.8) ※ 703(9.4)

(平成25及び26年度及びの数値は通信制高校を含む。※は通信制高校を含まない数値）
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◎いじめの問題に対する今後の対応
（1）いじめ防止対策推進法及び島根県いじめ防止基本方針に基づく取組の推進

・関係機関との連携強化(いじめ問題対策連絡協議会)
・いじめ等対応アドバイザーの活用

（2）学校の取組の一層の充実(学校いじめ防止基本方針に基づく取組の推進)
・未然防止の取組の推進による魅力ある学校づくり(人権教育、道徳教育、体験活動の充実等)
・日常の観察、面接、調査(アンケート)からの早期発見・対応
・児童生徒の学級満足度等を把握するアンケートＱＵ等を活用した親和的な学級づくり
・「いじめ問題対応の手引」（県版）等を活用した校内研修の実施

（3）スクールカウンセラー等の活用による教育相談体制の充実
（4）いじめの未然防止や早期対応等の知識・技能の向上(生徒指導研修の充実)

Ⅲ 小・中学校の不登校児童生徒数 （公立の小・中学校）

【概要】小中計７１６人（前年度７７３人）※前年比５７人減(７．４％減） 小１８３人(前年度１７２ 人),中５３３人(前年度６０１人)

＜公立学校＞

校種別 小学校 中学校 合 計 県（国公私立） 全国（国公私立）

不登校児童数 不登校生徒数 不登校児童生徒数 1000 人あたりの

年度 (1000人あたり） (1000人あたり） (1000人あたり） (1000人あたり） 不登校児童生徒数

H22 １９０(5.0) ５６１(28.7) ７５１(13.1) ７６２（13．0） １１．３

H23 １８９(5.0) ６１１(31.8) ８００(14.1) ８０７（14．0） １１．２

H24 １７２(4.7) ５６７(30.1) ７３９(13.3) ７５１（13．3） １０．９

H25 １７２(4.7) ６０１(32.2) ７７３(14.1) ７８２（14．0） １１．７

H26 １８３(5.1) ５３３(28.6) ７１６(13.2) ７２２（13．0） １２．１

＜参考＞小中学校(公立)理由別長期欠席者数（学校基本調査より） (割合 %)
長期欠席者合計 病 気 経済的理由 不登校 その他

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

Ｈ２６ 島根県 921 1.70 86 0.16 0 － 716 1.32 119 0.22

年度 全 国 178,685 1.84 36,163 0.37 70 － 118,789 1.22 23,663 0.24

Ｈ２５ 島根県 945 1.72 101 0.18 0 － 773 1.41 71 0.13

年度 全 国 175,059 1.78 35,765 0.36 78 － 115,598 1.18 23,618 0.24

◎小・中学校の不登校児童生徒への今後の対応
(1) 教育相談体制の充実
○スクールカウンセラー活用事業(小８０校、中９６校に配置)
○スクールソーシャルワーカー活用事業(１８市町村に委託)
○子どもと親の相談員配置(小学校２５校に配置) など
(2) 小学校不登校等対応体制の充実
○不登校等対応体制充実事業
(教頭・主幹教諭をリーダーにチーム対応)

(3) 居場所づくりへの支援
○教育支援センター等運営事業(１０市町１２施設に補助)
(4) 非常勤講師による支援体制の充実
○クラスサポートティーチャーの配置(中１対象 １５校に配置)
○学びいきいきサポートティーチャーの配置
(5) 児童生徒の学級満足度等を把握するアンケート調査等を活用した親和的な学級づくり
○小１～中３まで「アンケートＱＵ」を実施(年２回)
○入学直後より「分かる授業」の工夫や「特別活動」の充実による自己有用感の醸成
(6) 教職員の資質の向上
○生徒指導研修の充実
(7) 派遣指導主事の市町教育委員会への配置
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Ⅳ 高等学校長期欠席者のうち不登校の状況 （公立の高等学校）

【概要】２１９人(全日制 147人、定時制 72人) （前年度 ２９５人） ※前年比７６人減（２５．８％減）

課程別 全日制 定時制 公立合計 県（国公私立） 全国（国公私立）

不登校生徒数 不登校生徒数 不登校生徒数 1000 人あたり
年度 (1000人あたり） (1000人あたり） (1000人あたり） (1000人あたり） の不登校生徒数

H22 １９５(12.3) ３１( 75.2) ２２６(13.9) 362（17.9） １６.６
H23 １９８(12.7) １２１(288.8) ３１９(20.0) 431（21.5） １６.８
H24 １６４(10.8) １０９(275.9) ２７３(17.6) 337（17.2） １７.２
H25 １８７(12.6) １０８(298.3) ２９５(19.4) 389（20.4） １６.７
H26 １４７(10.1) ７２(208.1) ２１９(14.7) 322（17.1） １５.９

◎高等学校不登校生徒への今後の対応
(1) 中高連携による早期の情報共有
(2) 教育相談体制の充実
○スクールカウンセラー活用事業(高３９校、特６校に配置)
○スクールソーシャルワーカー活用事業 (宍道高校と浜田高校定時制に配置、他の県立学校へは派遣)

○教育相談員の配置(宍道高校と浜田高校定時制・通信制に配置)
(3) 生徒の学級満足度等を把握するアンケート調査等を活用した親和的な学級づくり
○「アンケートＱＵ」の活用(高１・高２を対象、年２回)
○入学直後より「分かる授業」の工夫や「ホームルーム活動等」の充実による自己有用感の醸
成やつながる力の強化

(4) 教職員の資質の向上
○生徒指導研修の充実 ○学校訪問による指導・助言

Ⅴ 高等学校中途退学者の状況（公立の高等学校）

【概要】９７人(全日制 56人、定時制 30人、通信制 11人) ※通信制を含む前年比 ４７人減（３２．６％減）

課程別 公立全日制 公立定時制 公立通信制 公立高校合計 県（国公私立） 全国

中途退学者数 中途退学者数 中途退学者数 中途退学者数 中途退学者数 （国公私立）

年度 (中途退学率） (中途退学率） (中途退学率） (中途退学率） (中途退学率） 中途退学率

H22 ９３(0.6) ４３(10.4) １３６(0.8) ２４５（1.2） １.６
H23 １０１(0.6) ４７(11.2) １４８(0.9) ２６４（1.3） １.６
H24 ８４(0.6) ４６(11.6) １３０(0.8) ２２９（1.2） １.５
H25 ８９(0.6) ４２(11.6) １３(0.8) １４４(0.9) ２９４（1.4） １.７

※１３１(0.9) ※２８１（1.5）
H26 ５６(0.4) ３０( 8.7) １１(0.7) ９７(0.6) ２３９（1.2） １.５

※８６(0.6) ※２２３（1.2）
(平成25及び26年度の数値は通信制高校を含む。※は通信制高校を含まない数値）

◎高等学校中途退学予防等への対応
(1) 中高連携による早期の情報共有
(2) 教育相談体制の充実
○スクールカウンセラー活用事業(高３９校、特６校に配置)
○スクールソーシャルワーカー活用事業 (宍道高校と浜田高校定時制に配置、他の県立学校へは派遣)

○教育相談員の配置(宍道高校と浜田高校定時制・通信制に配置)
(3) 生徒の学級満足度等を把握するアンケート調査等を活用した親和的な学級づくり
○「アンケートＱＵ」を実施(高１・高２を対象、年２回)
○入学直後より「分かる授業」の工夫や「ホームルーム活動等」の充実による自己有用感
の醸成やつながる力の強化

(4) 教職員の資質の向上
○生徒指導研修の充実 ○学校訪問による指導・助言
(5) 中途退学者への支援
○連絡調整員の配置(宍道高校及び浜田高校定時制)


